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初めに
裁判員裁判は，「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」（以下「裁判
員裁判法」又は「法」という。）の成立から 5 年間の準備期間・周知期間
を経て平成21年 5 月21日に施行され，同日以降に起訴された裁判員裁判対
象事件について実施されている。
そして，本年（平成23年） 5 月には，この裁判員裁判制度も 3 年目入り，
マスコミでも，最新の統計数字を集め，裁判員経験者にアンケートを取る
などして，特集記事を組んで報道している（①朝日新聞 5 月21～ 3 日朝刊
に「裁判員時代」として特集，②日本経済新聞 5 月21日朝刊に「裁判員経
験 1 万人超」として特集，③毎日新聞 5 月20日朝刊に「スタートから丸 2
年「裁判員制度」検証」として特集，④讀賣新聞 5 月20日朝刊に「裁判員
制度 2 年」として特集）。
また，私個人としても，この 2 年間に， 2 件の裁判員裁判事件を担当し
て終了しており（以下これらを，「①強盗致傷事件（前橋地裁）」，「②強盗
致傷事件（東京地裁）」として引用することがある。），地裁の裁判員事件
の控訴審を担当している事件が 1 件ある（以下，これを「③覚せい営利目
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的密輸入事件（東京高裁）」として引用することがある。）。さらに，現在，
公判前整理手続中のものが 3 件あり（以下，これらを「④強盗致傷事件
（千葉地裁）」，「⑤傷害致死事件（さいたま地裁）」，「⑥監禁致死事件（東
京地裁）」として引用することがある。）。
本稿は，こうした新聞報道による統計数字の情報と自分の経験とをベー
スとして，この 2 年間の裁判員裁判の実際の運用について，私なりの暫定
的な評価をしようとするものである。
なお，この「裁判員裁判法」の附則第 9 条には，施行後 3 年を経過した
時点で公式の見直しが行われることとなっている。
また，この裁判員裁判については，私の前任者である荒木友雄先生が，
「裁判員裁判―そのスタートと，その超えるべきハードル―」として，
その制度の成立ち及び趣旨，さらに，その施行に当たって超えるべきハー
ドルの高さ等について，詳細に論じられており（流経法學第10巻 1 号），
特に，その中の「その超えるべきハードル」については，本稿において私
ながらの評価をする上で大いに参考とさせていただいた。
1 ．裁判員裁判制度のおさらい
⑴　裁判員裁判制度導入のねらい
国民の中から原則くじで選ばれる裁判員が裁判官と共に刑事裁判に携わ
ることが，司法に対する国民の理解を増進させ，司法への信頼を向上させ
るものである，と考えられたためである（法第 1 条）
⑵　裁判員裁判の対象事件
①　法定刑に，死刑又は無期刑の定めがあるもの
　　この点から，殺人，現住建造物放火，身代金目的略取，強盗致死傷，
強制わいせつ致死傷，強姦致死傷，営利目的の覚せい剤等密造，密輸
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入等が裁判員裁判対象事件になる。
②　法定刑に短期 1 年以上の刑が定められており，かつ，故意の犯罪行
為により被害者を死亡させたもの
　　この点から，傷害致死，監禁致死，危険運転致死　遺棄致死等が裁
判員裁判対象事件になる。
⑶　裁判員裁判の選任
衆議院議員選挙の選挙権を有する者から原則くじで決まる。ただし，そ
の選任過程で，検察官及び弁護人は，それぞれ， 3 名～ 7 名の範囲で理由
を示さずに「不適任」として，排除できること（法36条）は，あまり知ら
れていない。
⑷　裁判員の判断事項の制限
法令の解釈の判断（例えば，「正当防衛の成立要件」など）及び訴訟手
続に関する判断（例えば「証拠の採否」など）は，裁判官の合議によるも
のとされ，裁判員は，それらを除く事実認定，法令の適用及び刑の量定に
ついて，構成裁判官と合議することとされている（法第 6 条）
⑸　裁判員の守秘義務の対象
裁判所では，法第 2 条で定める裁判員の守秘義務の対象について，次の
ように裁判員を指導しているようである（裁判員経験者からの取材）。
守秘義務の対象
　・評議の秘密（議論の過程・結論の経緯・各人の意見など）
　・評議以外の職務上の秘密（被害者に関する情報，裁判員の氏名など）
守秘義務の対象外
　・法廷で見聞したこと（証人尋問の内容，宣告された判決の内容など）
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2 ．この 2年間の裁判員裁判で行われたこと
上記の 4 新聞の特集で報道された統計数字から，この 2 年間の裁判員裁
判で行われたことをまとめると次のようになる。
⑴　裁判員経験者数（平成23年 3 月31日現在）
　　①　裁判員に選ばれた人数　　　11,889人
　　②　補充裁判員に選ばれた人数　 4,241人（各紙）
⑵　裁判員裁判対象事件として起訴された件数
　　3,612件（23年 5 月14日現在）（讀賣新聞・ソースは最高検）
　　①　強盗致傷（強盗傷害）　　　 871件
　　②　殺人　　　　　　　　　　　743件
　　③　現住建造物等放火　　　　　330件
　　④　覚せい剤取締法違反　　　　303件
　　⑤　傷害致死　　　　　　　　　263件
　　⑥　強姦致死傷　　　　　　　　228件
　　⑦　強盗強姦　　　　　　　　　195件
　　⑧　強制わいせつ致死傷　　　　185件
　　⑨　強盗致死（強盗殺人）　　　107件
　　⑩　偽造通貨行使　　　　　　　100件
　　⑪　その他　　　　　　　　　　287件
⑶　裁判員裁判で判決を受けた人数
　　2,126人（23年 4 月30日現在）（日経新聞・ソースは最高検）
　　2,144人（23年 5 月14日現在）（讀賣新聞・ソースは最高検）
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⑷　全面無罪判決
　　 5 件。うち 1 件は控訴審で有罪判決あり弁護人上告中。検察官が控
訴せず確定は 2 件。その他の 2 件は検察官控訴中（各紙）
⑸　死刑判決
　　 5 件。いずれも弁護人控訴中（各紙）
⑹　執行猶予付き判決
　　平成23年 2 月28日までに判決を受けた1,899人中303人については執
行猶予付き判決（うち173人については，保護観察付き）
（毎日新聞・ソースは最高裁）
⑺　控訴率
　　平成23年 2 月28日までに判決を受けた1899人中，605人（31.8パー
セント）が控訴。検察官控訴は， 5 件の無罪判決の内の 3 件について
の控訴。（毎日新聞・ソースは最高裁）
⑻　否認事件と自白事件の比率
　　平成23年 2 月28日までに判決を受けた1,899人中，否認は660名
（34.7パーセント）（毎日新聞・ソースは最高裁）
3 ．新聞各紙に見るアンケート結果等
⑴　朝日新聞の特集では，この 1 年間に裁判員又は補充裁判員を経験し
た200名を対象にアンケートを実施した。
①　裁判員が死刑事件を担当することについて
　・意義がある。 （103名）
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　　　理由：死刑を巡る議論が活発になる。
　　　　　　裁判官だけの判断では，納得できないものがある。
　・裁判員裁判の対象から除外した方がいい。 （42名）
　　　理由：精神的後遺症が出たら誰が救済するのか。
　・どちらともいえない。 （54名）
②　裁判員を経験して精神的な負担を感じましたか。
　・裁判中も今も感じていない （77名）
　・裁判中は感じたが，今は感じていない （101名）
　・裁判中は感じなかったが，今は感じている。（6名）
　・裁判中も今も感じている。 （15名）
②　裁判員（補充裁判員）を経験して良かったか。
　・経験して良かった。 （191名）
　　　理由：社会の一員だと強く実感した。
　　　　　：正義とは何かを改めて考えるようになった。
　・経験しない方が良かった。 （3名）
　　　理由：精神的負担が重過ぎる。
③　裁判員裁判制度を今後も続けたほうがいいか。
　・続けた方がいい。 （160名）
　・今すぐやめた方がいい。 （9名）
　・どちらとも言えない・無回答 （31名）
⑵　日経新聞の特集では，アンケートに関する記載はない。
⑶　毎日新聞の特集では，最高裁が実施した平成22年度の裁判員経験者
を対象として実施したアンケート結果を引用している。
①　審理内容は理解しやすかったか。
　・理解しやすかった。 63.1％
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　・普通。 28.6％
　・理解しにくかった。 7.1％
②　評議では，十分に議論できたか。
　・十分に議論ができた。 71.4％
　・不十分であった。 7.1％
　・わからない。 20.1％
③　裁判員に選ばれる前は，裁判員をやりたかったか。
　・積極的にやってみたかった。 7.4％
　・やってみたかった。 23.7％
　・あまりやりたくなかった。 34.4％
　・やりたくなかった。 19.1％
　・特に考えていなかった。 14.7％
④　裁判員として裁判に参加した感想
　・非常に良い経験と感じた。　 55.5％
　・よい経験と感じた。 39.7％
　・あまり良い経験とは感じなかった。 2.5％
　・良い経験とは感じなかった。 1.0％
 95.2％
⑷　讀賣新聞では，昨年度に裁判員を経験した人を対象にアンケートを
行い，121人から回答を得ている。
①　国民が死刑判決に関わることをどう思うか。　　
　・賛成である。 57％
　　　理由：重大な裁判に市民感覚を反映させる必要がある。
　・反対である。 37％
　　　理由：国民には負担が重すぎる。
②　裁判員裁判で出た結果を控訴審が覆すことをどう思うか。　
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　・控訴審が覆すことがあってもいい 80％以上
　　　理由：控訴審も必要な場合には必要な判断をすべきである。
　・裁判員裁判が出した判決は尊重されるべきである。 16％
③　裁判員裁判の対象事件から外したほうが良いと思う事件があるか。
　・性犯罪 39％
　・覚せい剤の密輸事件 30％
　・通貨偽造 28％
4 ．この 2年間の裁判員裁判運用への評価
本稿では，これらの報道されている事実及び私個人が裁判員裁判に弁護
士として関与した経験をベースとして，この 2 年間の裁判員裁判の運用に
ついて，自分ながらの現時点における評価をしてみると同時に，あと 1 年
後に行われるであろう公式の再検討（法第 9 条）の際に，再検討していた
だいたい事項について述べておくこととしたのである。
⑴　この 2 年間の運用において，制度導入の趣旨は，実現しているか？
法第 1 条がこの裁判員裁判導入の趣旨として述べる「国民の中から選任
された裁判員が裁判官と共に刑事手続に関与することが司法に対する国民
の理解の増進とその信頼の向上に資することにかんがみ」との趣旨は実現
しているのか（裁判員裁判の導入によって，司法に対する国民の理解の増
進とその信頼の向上があったのか）ということである。
これまで，裁判員又は補充裁判員の務めを果たされた方が，16,000人を
越えており，その熱心な事件への取組みぶりは，私の個人的な経験からも，
マスコミの報道ぶりからも十分に認められ，また，アンケート結果でも，
裁判員等の務めを終えた後は，大半の方が，「経験して良かった」と回答
していることからすれば，その立法趣旨は，それなりに実現している，と
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評価していいだろう。
しかし，巨額の国費を投じて始めた制度である。その巨額の国費と見合
うだけの成果を挙げつつあるかといえば，私の目から見れば，まだまだ不
十分であるように見える。
それは，裁判員裁判対象事件の選別，裁判員が量刑についても判断する
ことの是非，等今後とも議論されなければならない問題が残っているから
である。
⑵　裁判員裁判にふさわしい事件が裁判員裁判対象事件になっているか？
ア　裁判員裁判対象事件から外すべきものはないか？
今の裁判員裁判対象事件には，
①　「法定刑に，死刑又は無期刑の定めがあるもの」という記載された
法定刑の重さを基準とするものと，
②　「法定刑が短期 1 年以上であり，かつ，故意の犯罪行為により被害
者を死亡させたもの」という記載された法定刑のある程度の重さと，
犯人の故意行為によって被害者が死亡しているという事実を基準とす
るもの
とがある。そして，その基準を満たせば，被告人の希望の有無，否認かど
うかにかかわりなく裁判員裁判に付されることとなる。
その結果，統計数字においても，被害者の死亡とは全く関係がない覚せ
い剤取締法違反事件（大半は，覚せい剤等の営利目的密輸入）や偽造通貨
行使事件（大半は，プリンター等で偽造された紙幣をコンビニ等で使用す
るケース）が，たまたま，法定刑に無期懲役が含まれているため，すべて，
裁判員裁判事件に廻されていることから，これらの事件が多数を占めてい
る。
また，強制わいせつ致死傷及び強姦致死傷も，統計数字上，多数を占め
ている。これは，たまたま，これらの罪の法定刑に無期懲役が含まれてい
るので，すべて，裁判員裁判事件に廻されているからである。
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これらは，「致死」と「致傷」を区別せずに 1 本の条文で法定刑が定め
られており（刑法第181条），「致死傷」のすべてに無期懲役が含まれてい
るのであり，仮に，強盗致傷のように，「致傷」と「致死」とを分けて法
定刑を定めれば（刑法第240条），「わいせつ致傷」，「強姦致傷」には無期
懲役などが法定刑として付くわけがないのであるから，その分，裁判員裁
判対象事件が整理されることになる。
アンケートの結果でも，これらの覚せい剤取締法違反，通貨偽造，性犯
罪は，裁判員裁判対象事件から外すべきだとする意見が多く出ているので
ある。
そうしたことからすると，裁判員裁判導入の趣旨からしても，これらの
犯罪については，裁判員裁判対象事件から外すべきことになると思われる。
ただ，性犯罪については，上記のように，刑法の方を改正して，それぞれ，
「致傷」と「致死」とで法定刑を分けて，「致死」についてのみ「無期懲役」
を含ませる方法が考えられる。そうすれば，それぞれの「致死」事件につ
いてだけは，上記②の基準によって裁判員裁判に取り組むことができるか
らである。
このようにして，裁判員裁判にふさわしくない事件を排除することに
よって，国民の参加負担ひいては国庫負担を軽減できるのである。
イ　新たに裁判員対象事件に加えるべき事件はないか？
裁判員裁判制度が議論されていた当時から，国民の側からは，「電車内
のチカン事件のように，法定刑としては軽微ではあっても，職業裁判官の
目からでは納得のできる事実認定が難しい事件こそ，裁判員裁判で裁いて
ほしい」という意見があったはずである（私自身は，そのように考えてい
た 1 人である。）。
それを，この 2 年間の裁判員裁判の実績を見る中で考えてみると，やは
り，そうした事件で否認している被告人たちは，自分たちの事件も，市民
の目線で見てもらい，市民の感覚で有罪・無罪を判断してほしいと感じて
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いるのではないだろうか。
裁判員となる市民の側でも，「市民感覚が生かされるのは，そうした誰
にでも，いつ降りかかるかもしれないような事件においてこそだ。」とい
う感覚があるのではないだろうか。
この種事件も裁判員裁判対象事件とするとなると，そういう事件をどう
いう基準で選ぶのか，その場合，年間の件数の予測ができるか，など難し
い問題があるのであろうが，この点も，是非とも，再検討願いたいところ
であろう。
ウ　裁判員裁判は，被告人側からの請求制にはできないか？
前記のとおり，現行の裁判員裁判対象事件は，
①　法定刑に，死刑又は無期刑の定めがあるもの，又は，
②　法定刑が短期 1 年以上のものであり，かつ，故意の犯罪行為により
被害者を死亡させたもの
という客観的な要件で定められており，被告人の希望の有無，認否の別な
どは，全く要件とされていない。
その結果，現在では，強盗致傷事件でも殺人事件でも，全面的に認めて
頭を下げている被告人でも否認している被告人でも，被告人が裁判員裁判
を希望していても希望していなくても，上記要件に合う事件はすべて裁判
員裁判に廻されるのである。
自白して頭を下げている被告人の事件や，被告人が裁判員裁判を希望ん
でいない事件を裁判員裁判で審理しても，「司法に対する国民の理解の増
進とその信頼の向上に資する」（法第 1 条の立法趣旨）とは到底思えない
のであるがどうであろうか。
この点，昭和 3 年から昭和18年まで実施された旧陪審法では，
①　法定刑に死刑又は無期刑が定められている事件は，「法定陪審事
件」とされ必要的に陪審裁判対象事件とされ，
②　法定刑が長期 3 年以上の刑が定められている事件は，「請求陪審事
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件」とされて，被告人の請求によって，陪審裁判対象事件とされてい
たのである。
もっとも，この旧陪審法では，被告人は，「法定陪審事件」ついては，
「陪審辞退」が認められ，「請求陪審事件」については，「請求の取下げ」
が認められていたことと，一旦，陪審員裁判で事実判断をした事件につい
ては，控訴ができないことなどの理由から，その15年間に陪審員裁判は，
484件しか実施されなかった（ただし，そこでの無罪率は16.7パーセント
と高率であった。）。
今では，この陪審制度が実施されていた時代と時代背景が全く異なるの
であり，「請求裁判員裁判事件」の制度を設ければ，それなりの数の否認
している被告人が請求をするものと思われる。
さきほどの「電車内のチカン」事件についても，何らかの工夫をして，
この「請求裁判員裁判事件」に入れればいいのである。
また，「法定裁判員裁判対象事件」についても「裁判員裁判辞退」の制
度を導入すれば，現在でも無駄と思われる自白事件の裁判員裁判事件の件
数も大幅に減ることが期待され，全体の事件数のバランスも取れるのでは
なかろうか（これまで行われた裁判員裁判事件の約 3 分の 2 は，自白事件
である。）。
⑶　この裁判員裁判は，当事者対等の原則を進めるものであったか？
この制度導入に当たっては，「裁判員裁判が実現すれば，検察官も弁護
人も，裁判員に向かって事件おける証拠関係を分かりやすく説明し，その
裁判員の理解をより深く得た方が勝つのであるから，当事者対等の原則は
ますます理想に近づくはずだ」と思ったのは，私 1 人ではなかったはずで
ある。
しかし，現実を見て，また，自分の経験からしても，この制度の実施は，
当事者対等主義を進める方向には動いてはおらず，検察官の圧倒的優位に
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動いているように思える。
自分が弁護人として関係し，終了している前記「①強盗致傷事件（前橋
地裁）」にしても「②強盗致傷事件（東京地裁）」にしても，検察官側の圧
倒的な機動力，技術力，組織力を見せつけられるばかりであったのである。
すなわち，検察官側は，冒頭陳述の場面などでは，法廷に設置されてい
る大型モニターを使いこなして，図面，写真などをふんだんに使いながら
冒頭陳述を行うのであり，論告弁論においても，同じである。
これに対して，弁護側は，それだけの人材もいないし，準備の時間も，
金も，技術もないことから，旧来の書面を読み上げる方式から少し進歩し
た「裁判員の目を 1 人 1 人見ながら，語りかけるように，話しかけるよう
にしゃべる」方式で陳述するだけなのである。
この差は，かつては検察官側にいたけれど現在は弁護側にいる私にとっ
ても予想以上のものであり，結果論ではあるが，「検察有利の改革であっ
た」と評せざるを得ない状況にある。
これを弁護側から改善するには，各人の創意と工夫を待つほかないので
あり，当面は，Ｂ29に竹槍で立ち向かう図柄が続くのであろう。
⑷　個々の裁判員裁判事件で，正しい事実認定ができているのだろうか？
これについては，個々の事件の証拠関係が分からないので，うかつに評
価することはできない。
自分が経験した「②強盗致傷事件（東京地裁）」では，関係者 7 名によ
る集団強盗致傷事件として私担当の被告人も起訴された事案であるが，他
人と共謀はなく，他人による強盗行為時は現場にいなかったことを強調し
て強く無罪を主張し，弁護人の公判活動としては我ながら完璧であったの
であり，私自身，判決では無罪を確信していたのであるが，懲役 7 年 6 月
が言い渡されている。
これなどは，前述の検察官有利の訴訟構造の中で，裁判員が事件につい
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て予断と偏見を抱き，さらに，職業裁判官からの強い示唆があったためと
自分では分析しているが，証拠があるわけではないので，公式には何とも
言えないところである。
⑸　個々の裁判員裁判で，正しい量刑が行われているのだろうか？
これについても，個々の事件の証拠関係が分からないので，うかつに評
価はできない。
ただ，上記の各新聞の特集記事の中では，朝日新聞と日経新聞が，最高
裁判所における調査結果を引用して，「性犯罪で厳罰傾向」との記事を掲
げている。
しかし，その量刑傾向とそれが「正しい量刑」かどうかとは，リンクし
ないことであり，結果において，検察官有利の改革であったという評価に
つながるだけのことであろう。
それよりも，ここでは，「裁判員は，量刑まで判断することは是か非
か」の点が再検討の対象になるかどうかが問題であろう。
この点，実務では，裁判所が，同種事案の量刑例について膨大な資料を
用意するなどして，量刑判断の極端なブレの防止のための対策を取ってい
るようであるが，問題は，そういうことよりも，有罪・無罪だけを第三者
の目線で判断するというのが，陪審制の歴史的な基本であったこととの関
係なのである。
「死刑判決に関係した裁判員の心のケア」を本気で問題とする論調もあ
るが，むしろ，「何故そこまで裁判員に判断させるの？」という問題点を
議論し，再検討することの方が大切であろう。
⑹　裁判員の守秘義務は守られているか？
この裁判員の守秘義務に関しては，マスコミの特集では，その範囲のあ
いましさ，地裁間で裁判員への説明が違って戸惑いがあることなどが報じ
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られている。
しかし，この 2 年間において，裁判員が何か不都合なこと，例えば評議
の秘密を暴露して問題となったケースは，全くなかったようである。
そして，私の経験した範囲でも，裁判員において，これを無視しようと
いう態度に出たケースは全くなかった。
また，現在では，裁判所においては，前述したように，統一した分かり
やすい説明をしているようであり，この守秘義務の順守については，十分
に評価できるものと私は思っている。
⑺　裁判員裁判の実施によって，「迅速な裁判」は進んでいるのか？
裁判員裁判は，裁判員を連日拘束して公判を開き，審理を行うことにな
るので，当然のこととして，起訴から判決に至る日数も短縮され，「迅速
な裁判」が実現できるものと期待されたはずである。
ところが，現実はどうであろうか。
私が担当している前記の「③強盗致傷事件（千葉地裁）」では，平成22
年 9 月 6 日に起訴されているのであるが，現在（平成23年 6 月）において
も，公判前整理手続中で，公判は本年 9 月にならないと始まらないことが
予定されているのである。
その他の「⑤傷害致死事件（さいたま地裁）」，「⑥監禁致死事件（東京
地裁）」も，⑤事件はいわゆる「死体なき殺人」事件であり，⑥事件は共
犯者 7 名による長期間の監禁の末の致死事件であり，いつが公判期日とな
るのか見通しがまだ立っていない。
結局これは，こうした集中審理を行うために，「公判前整理手続」が必
要となり，実際には，裁判員裁判制度実施から日が経つにつれて，これが
ますます精緻になり，これに時間を要することによっている。
そのため，裁判官も，検察官も，弁護士も大忙しであり，例えば，成田
空港を抱えて営利目的薬物密輸入事件が多い千葉地裁などは，裁判員裁判
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事件が裁判所の規模に比して不釣合いなほど多くなり，この「公判前整理
手続」の期日の確保すら困難を極めているのである。
千葉地裁では，裁判官の増員等で対処はしているが，現実には，それで
は追いついていないのである。
これも，そうした営利目的の薬物の密輸入までが裁判員裁判の対象事件
と100パーセントされていることから来ているのであり，「迅速な裁判実
現」という見地からも，上記のような見直しが必要なのではないかと思わ
れるのである。
以上，全く私的な立場から，裁判員裁判の導入とその初期の成果につい
て，評価をさせていただいた。
公式の見直しまではまだ 1 年があるので，今後とも，これを見守り，こ
れに参加して，意見を述べて行きたいものである。
